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１．はじめに

　現在、日本では、ナナコ（nanaco）、エディ（Edy）、ワオン（WAON）など、数多くの

電子マネーが流通し、盛んに利用されている。2008年度末の電子マネーの発行残高は１兆

3,800億円、ポイントカードの市場規模は7,000億円と推計される。いずれも企業が発行する

「通貨」だが、今や日本経済に少なからぬ影響を与え始めている。2000年を過ぎた頃から日

本に登場し始めた電子マネーは、すでにカードとして数千万枚が発行され、社会インフラと

しての役割を果たしつつある1）。

　交通分野でも、スイカ（Suica）やパスモ（PASMO）など、電子マネー機能が付加され

たICカード乗車券が発行され、交通機関（鉄道、バスなど）のみならず、ホテルやレスト

ラン、あるいはショッピングなど、様々な分野でのサービスの利用が拡大している2）。それ

は交通サービスの利用形態だけでなく、消費者のライフスタイルをも変えようとしている。

本稿は、目覚しい発展をとげる交通系ICカードの普及と拡大について、特に交通企業の戦

略的な事業展開に分析の主眼を置いて若干の考察を試みたものである。

２．電子マネーとICカード

２．１　電子マネー

　電子マネーとは一般にカードや携帯電話に搭載されたICチップ、ネット上のサーバーな

どに電子的に記録された貨幣的な価値のことをいう。明確な定義はないが、事前に入金して

利用するプリペイド（前払い）型のものと、利用後に代金が請求されるポストペイ（後払

い）型のものとがある（表１参照）。プリペイド型の電子マネーは現金のように価値がその

まま移転するマネーであり、ポストペイ型の決済サービスはクレジットカードのように事後

に価値を移転させる指図である。ここではプリペイド型電子マネーとポストペイ型決済サー

ビスを合わせて広義の「電子マネー」と呼ぶことにする3）。
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　電子マネーの普及規模は、そのすべてが実際に使われているわけではないが、プリペイド

型の発行枚数はおよそ9,000万枚、ポストペイ型の会員数は関西圏の私鉄・地下鉄のピタパ

（PiTaPa）を含め1,400万人ほどとなっている。こうした電子マネーの急速な普及はソニーが

開発したフェリカ（FeliCa）という比較的低コストで安定した技術がベースとなっている。

また早い段階で、コンビニエンスストアに端末が設置され、小銭のやりとりをせずにスピー

ディに支払いを終えられる利点が認識されたことも追い風となっている4）。

２．２　ICカード5）

　電子マネーの多くはICカードという名刺サイズの板状の形をしている。ICカードとはデ

ータ記憶媒体としてIC（Integrated Circuit；集積回路）チップを内蔵したカードで、デー

タの読取方法によって外部の読取装置にカードの接点端子を接触させてデータのやりとり行

う「接触型ICカード」とカードを接触させずに読取装置にかざすことで、カードに内蔵さ

れたアンテナを通じて電波でデータのやりとりを行う「非接触型ICカード」がある。ICカ

ードは、クレジットカード、キャッシュカード、乗車券カード、IDカードなど、日常生活

の様々な場面で利用されている。一般に人が持てばICカード、ものに付着させればICタグ

（電子荷札）となる6）。

　交通系ICカードは、1997年の静岡県磐田郡豊田町の町営バス「ユーバスカード」を皮切

りに、その後各地で導入が進んでいる（表２参照）。特に鉄道では早くからIT化が進んでい

た。例えば、旧国鉄では、ITという言葉が存在しなかった1960年代に、マルス（MARS）

と呼ばれる座席予約システムを導入した。このシステムにより大量の座席予約を効率よく捌

くことが可能となった7）。

　鉄道事業者が導入しているIC乗車券カードは、利用額の支払い方法について前払いで支

払うプリペイド型と後払いで支払うポストペイ型の二種類がある。先行して導入されたのは

表１　各種の電子的小口決済手段
電子マネー（プリペイド型）

クレジットカードサーバー
管理型

ストアドバリュー型

利用媒体 ID
パスワード

カード
（非接触）

携帯電話 携帯電話 カード
（非接触）

カード
（接触）

サービス例 WebMoney
ちょコム
BitCash
NETCASH

Edy
Suica
PASMO
Nanaco
WAON

Edy
Suica
Nanaco

Edy
Suica
Nanaco

iD
QUICPay
Smartplus
Visa Touch

各種
クレジットカ
ード

ポストペイ型「電子マネー」
出所　 『週間ダイヤモンド』ダイヤモンド社、2008年７月12日号、60ページ（原データは日本銀行「決済システム

レポート2006」）
表注　法的にはプリペイド型のみが電子マネーに該当する。
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プリペイド型で、東日本旅客鉄道株式会社（JR東日本）のスイカをはじめ、大多数の事業

者で採用されている。この方式のICカードは、事前にチャージ（入金）する必要があり、残

額が一定以下になると自動改札を通り抜けることができなくなる。ただ定期券などを除いて

個人情報等を事前に登録する必要がなく、券売機で容易に発行可能なことから普及・浸透の

スピードが速い。

　ポストペイ型は、例えば「ピタパ」（株式会社スルッとKANSAI）で採用されている。こ

の型は利用後に使用額を集計して指定口座から引き落とすため事前にカードに入金する必要

はなく、残額が一定以下になっても自動改札を通り抜けることができなくなる心配はない。

また使用額を集計する際、様々な割引サービスも行いやすい。しかし、クレジットカードと

同様、申し込み時の審査が必要で、発行に２～３週間程度を要する。そのためプリペイド型

のICカードに比べ、普及・浸透のスピードは遅い。ただ、プリペイド型、ポストペイ型、そ

れぞれカード特性を活かした事業展開がなされている。

　ICカードは交通系が牽引役となって急速な発展を遂げている。留意すべきは、そうした

普及に伴って電子マネー（機能）も導入されていることである8）。かつて各地で実験が行わ

れたショッピング系のICカードによる電子マネーは、実用化に至らないまま姿を消したが、

交通系ICカードに付加された電子マネー（機能）は、その高い利便性が評価され、急速に

普及した。その代表がJR東日本のスイカ（Suica）である9）。
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カード名称 発行者 発行年 サービス内容の特徴他

スイカ（Suica） 東日本旅客鉄道株式
会社（JR東日本）

2001年 発行枚数は2,017万枚（2008年１月末現在）、電子
マネー機能搭載可、ポイント交換制度

パスモ（PASMO） 株式会社パスモ 2003年 発行枚数は720万枚（2008年１月末現在）、鉄道会
社26社、バス会社75社、電子マネー機能搭載可、
ポイント交換制度

イコカ（ICOCA） 西日本旅客鉄道株式
会社（JR西日本）

2003年 240万枚
非接触型ICカード

トイカ（TOICA） 東海旅客鉄道株式会
社（JR東海）

2006年 ICOCA、Suicaとの相互利用可能、IC定期券もあ
る、デポジット制

ピタパ（PiTaPa） （株）スルッと
KANSAI

2004年 ポストペイ型、ショッピング利用によるポイント
の割引制度、定期券がない、関西の私鉄、バス

せたまる 東京急行電鉄（株） 2002年 東急世田谷線他、非接触式、ポイント制度
パスカ（passca） 富山ライトレール

（株）
2007年 ポートラム、フィーダーバス、まいどはやバス、

グランドパーキングで利用可能、定期券もある、
デポジット制、ポイント制度

パスピー（PASPY） 広島電鉄（株）他 2008年 広島電鉄（株）、呉市交通局他７事業者が参加
ICい～カード 伊予鉄道株式会社 2005年 松山市内の電車、バス、タクシーの利用の他、シ

ョッピング、飲食、レジャーなどにも利用できる。
電子マネー機能付き

イルカ（IruCa） 高松琴平電気鉄道株
式会社

2005年 電子マネーサービスの実証実験を実施中。公共交
通と中心商店街をシームレスに融合させることで、
ICカードを中心市街地活性化として活用する方法
を検証中

ナイスパス（nice pass）遠州鉄道株式会社 2004年 浜松市中心に遠州鉄道の電車、バス共通
長崎スマートカード 長崎バス株式会社他 2002年 長崎県内の６バス事業会社（長崎バス、西肥バ

ス、佐世保市営バス、長崎県営バス、島鉄バス、
さいかい交通）

アイカ（Ica） 北陸鉄道株式会社 2004年 金沢市中心の鉄道、バス、IC乗車券
ラピカ（RapiCa） 鹿児島市交通局 2005年 かごしま共通乗車カード
トランパス（予定） 名古屋市交通局、名

古屋鉄道株式会社他
2010年
導入予定

名古屋市の鉄道、地下鉄、バスなどの公共交通機
関で利用可、プリペイド方式、利用実績に応じて
ポイント付与、マイレージポイントの採用を予定

出所　筆者作成


